
  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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四半期報告書提出予定日 平成22年 8月 11日 配当支払開始予定日   ― 

四半期決算補足説明資料作成の有無：無     

四半期決算説明会開催の有無      ：無     

  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  1,269  52.1  △74 -  △71 -  △70 - 

22年３月期第１四半期  834  △12.7  △185 -  △182 -  △179 - 

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  △3  84   - 

22年３月期第１四半期  △9  82   - 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  4,894  2,582  52.7  141  02

22年３月期  5,753  2,770  48.1  151  21

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 2,578百万円 22年３月期 2,765百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期  -  0 00 - 3 00  3  00

23年３月期   - 

23年３月期（予想）  0 00 - 3 00  3  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  2,200  33.2  △220 -  △215 -  △215 -  △11  75

通期  6,000  4.3  50 -  50 -  50 -  2  73



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．３「その他」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規      - 社 （社名）                        、除外     - 社  （社名） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成

に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短

信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しています。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。  

 なお、上記予想の前提条件等に関する事項につきましては、２ページ【定性的情報・財務諸表等】 （3）連結業績予

想に関する定性的情報をご覧ください。     

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 18,622,544株 22年３月期 18,622,544株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 334,137株 22年３月期 333,054株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 18,288,767株 22年３月期１Ｑ 18,293,734株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日～平成22年６月30日）の我が国経済は、中国をはじめとするアジ

ア向け等の好調な輸出に牽引され、企業収益の改善傾向が強まる一方、ギリシャをはじめとする欧州経済の混乱に

より、金融市場が不安定となり、株価の低迷や円高の進行等、不透明感が強まる状況が続いております。 

  このような情勢のもと、当社グループは従来の消波根固ブロック、護岸ブロックなどの主力製品に加えて、海

岸・港湾・漁港分野へ優れた消波性能を備えたブロックの普及や堤防強化浸透対策工法ブロックなどの製品拡大を

行い、当社グループ製品の技術的信頼を活かした提案営業に積極的に取り組み、環境土木製品販売事業においては

売上、利益共に増加致しましたが、型枠貸与事業においては当該期間における工事の進捗が伸び悩み売上、利益共

に減少致しました。 

 第１四半期連結会計期間（4月～６月）の連結経営成績につきましては、売上高は1,269百万円（前年同期比

52.1％増）、営業損失は74百万円（前年同期は185百万円の営業損失）、経常損失は71百万円（前年同期は182百万

円の経常損失）となり、第１四半期純損失は70百万円（前年同期は179百万円の純損失）となりました。  

セグメント別にみると、型枠貸与事業の売上高は179百万円、営業損失は102百万円となり、環境土木製品販売

事業の売上高は1,090百万円、営業利益は27百万円となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期連結累計期間末における総資産は、4,894百万円となり、前連結会計年度末比859百万円の減少とな

りました。その主な要因は、債権回収による受取手形及び売掛金の減少742百万円と商品在庫の減少140百万円、現

金及び預金の債権回収による増加128百万円等によるものであります。 

 また、純資産は2,582百万円となり、前連結会計年度末比187百万円の減少となりました。その主な要因は、当四

半期純損失及び剰余金の配当による利益剰余金の減少124百万円とその他有価証券評価差額金の減少61百万円等に

よるものであります。  

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物(以下資金という。)は、前連結会計年度末に比べ、

128百万円増加し、1,134百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況については、以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は350百万円でした。主に売上債権の減少772百万円、たな卸資産の減少142百万円

及び減価償却費93百万円による収入と税金等調整前四半期純損失68百万円及び仕入債務の減少611百万円の支出に

よるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により支出した資金は118百万円でした。主に鋼製型枠等有形固定資産の取得110百万円及び短期貸付に

よる支出7百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により支出した資金は103百万円でした。主に剰余金の配当金等の支出36百万円及びリース債務の返済

による支出67百万円によるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間の業績は、前年同期と比較して売上高は増加、損失額は減少しておりますが、第２四

半期以降は厳しい状況が続くと予想しております。現時点においては平成22年5月14日に公表いたしました第２四

半期連結累計期間、通期の業績予想に変更はございません。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（１）重要な子会社の異動の概要 

  該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

  ① たな卸資産の評価方法 

 四半期連結会計期間末におけるたな卸高の算出に関して、実地たな卸を省略し前連結会計年度に係る実地

たな卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。 

 ② 固定資産の減価償却費の算定方法 

 固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分し

て算定しております。 

 ③ 退職給付引当金の算定方法 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、年間予定額を期間按分して算定しております。 

また、当社は、執行役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を期間按

分して算定しております。 

 ④ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等又は、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予想やタ

ックス・プランニングを利用する方法で算出しています。 

 ⑤ 税金費用の計算 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法

を採用しております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

会計処理基準に関する事項の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用  

  当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。 

  これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

  当社は、不動産賃借契約に基づき、賃借建物の退去時における現状回復に係る債務を有しておりますが、

当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を

合理的に見積ることができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

表示方法の変更 

連結貸借対照表関係 

  前第１四半期連結会計期間において、有形固定資産に含めて表示しておりました「リース資産」は、資産

総額の100分の10を超えたため、当第１四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第１

四半期連結会計期間の有形固定資産に含まれる「リース資産」は461,572千円であります。  

四半期連結損益計算書 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）

の適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示してお

ります。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。  

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,329,001 1,200,420

受取手形及び売掛金 1,821,212 2,564,151

商品及び製品 153,527 294,333

原材料及び貯蔵品 17,813 19,876

その他 66,011 89,523

貸倒引当金 △19,445 △22,522

流動資産合計 3,368,120 4,145,783

固定資産   

有形固定資産   

リース資産（純額） 550,077 546,476

その他（純額） 266,802 290,492

有形固定資産合計 816,880 836,968

無形固定資産 40,859 43,279

投資その他の資産   

投資有価証券 480,385 568,358

その他 350,859 322,186

貸倒引当金 △163,028 △163,026

投資その他の資産合計 668,216 727,518

固定資産合計 1,525,957 1,607,766

資産合計 4,894,077 5,753,549

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,320,062 1,905,161

未払金 123,892 102,365

未払法人税等 7,652 19,902

リース債務 206,880 185,236

その他 142,611 196,135

流動負債合計 1,801,099 2,408,801

固定負債   

繰延税金負債 73,568 100,185

退職給付引当金 81,445 79,921

役員退職慰労引当金 30,558 29,572

リース債務 325,186 364,948

固定負債合計 510,758 574,628

負債合計 2,311,857 2,983,429
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,004,427 1,004,427

資本剰余金 541,691 541,691

利益剰余金 979,617 1,104,760

自己株式 △58,272 △58,193

株主資本合計 2,467,463 2,592,686

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 111,496 172,851

評価・換算差額等合計 111,496 172,851

少数株主持分 3,259 4,581

純資産合計 2,582,219 2,770,119

負債純資産合計 4,894,077 5,753,549
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 834,864 1,269,975

売上原価 701,966 1,002,461

売上総利益 132,897 267,513

販売費及び一般管理費 318,575 341,860

営業損失（△） △185,678 △74,346

営業外収益   

受取利息 254 214

受取配当金 5,643 6,335

その他 1,234 143

営業外収益合計 7,133 6,694

営業外費用   

支払利息 3,628 4,135

たな卸資産処分損 270 －

営業外費用合計 3,898 4,135

経常損失（△） △182,444 △71,787

特別利益   

貸倒引当金戻入額 3,787 3,073

特別利益合計 3,787 3,073

税金等調整前四半期純損失（△） △178,656 △68,713

法人税等 3,345 2,883

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △71,597

少数株主損失（△） △2,334 △1,322

四半期純損失（△） △179,666 △70,275
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △178,656 △68,713

減価償却費 67,044 93,527

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,433 △3,073

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1,303 986

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,211 1,523

受取利息及び受取配当金 △5,898 △6,550

支払利息 3,628 4,135

売上債権の増減額（△は増加） 746,641 772,931

たな卸資産の増減額（△は増加） △74,159 142,893

仕入債務の増減額（△は減少） △557,629 △611,579

未払消費税等の増減額（△は減少） △16,381 △59

その他 53,904 36,587

小計 34,968 362,608

利息及び配当金の受取額 5,824 5,955

利息の支払額 △3,628 △4,135

法人税等の支払額 △13,748 △13,477

営業活動によるキャッシュ・フロー 23,417 350,950

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △62,034 △110,368

貸付けによる支出 △5,000 △7,500

その他 △1,050 △806

投資活動によるキャッシュ・フロー △68,085 △118,674

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △2,500 －

自己株式の取得による支出 △147 △78

自己株式の処分による収入 62 －

配当金の支払額 △34,691 △36,247

リース債務の返済による支出 △28,670 △67,368

財務活動によるキャッシュ・フロー △65,947 △103,695

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △110,614 128,580

現金及び現金同等物の期首残高 1,274,330 1,005,420

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,163,715 1,134,001
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    該当事項はありません。  

  

  

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 (注）１．事業区分の方法 

 製品およびサービスの販売方法の類似性を勘案して区分しています。 

２．各区分に属する主要な事業の内容 

【所在地別セグメント情報】  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社の事業区分は、製品およびサービスの販売方法の類似性から「型枠貸与事業」と「環境土木製品販売

事業」の２区分であります。これは、当社グループにおける事業の実態をより適切に反映し、セグメント情

報の有効性を高めるものであります。「型枠貸与事業」は、消波根固ブロックの製造用鋼製型枠の貸与およ

び生態系保全、景観修景に関わる河川、道路、公園等のコンクリート二次製品の製造用鋼製型枠の貸与であ

ります。「環境土木製品販売事業」は、消波根固ブロック製品、消波根固用自然石製品、生態系保全、景観

修景に関わる河川、道路、公園等のコンクリート二次製品、土木吸出防止、洗掘防止、遮水等の土木用シー

トマットの製品等の販売であります。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
型枠貸与事業
（千円） 

環境土木製品
販売事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  220,657  614,206  834,864  －  834,864

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  － －  －

計  220,657  614,206  834,864 －  834,864

営業損失(△)  △93,952  △91,726  △185,678 －  △185,678

型枠貸与事業 消波根固ブロックの製造用鋼製型枠の貸与、生態系保全および景観修景に関わ

る河川・道路・公園等のコンクリート二次製品の製造用鋼製型枠の貸与 
  

環境土木製品 

販売事業 

消波根固ブロック製品、消波根固用自然石製品、生態系保全および景観修景に

関わる河川・道路・公園等のコンクリート二次製品、土砂吸出防止・洗掘防

止・遮水等の土木用シートマットの製品等の販売 
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

    該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

  

該当事項はありません。 

  

報告セグメント
合計 

（千円） 型枠貸与事業
（千円） 

環境土木製品販
売事業（千円） 

売上高       

外部顧客への売上高  179,926  1,090,048  1,269,975

セグメント間の内部売上高又は振
替高            -            -            - 

計  179,926  1,090,048  1,269,975

セグメント利益又は損失(損失は△)  △102,262  27,915  △74,346

利益又は損失(損失は△) 金額（千円）

報告セグメント計  △74,346

セグメント間取引消去  －

四半期連結損益計算書の営業損失(△)  △74,346

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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生産、受注及び販売の状況 

(1）仕入実績 

 当社グループは、自社工場を持たず製作・製造委託会社に商品を製造委託しており、生産実績の記載がで

きませんので、これに代え仕入実績を記載しております。 

 （注） １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

          ２．型枠貸与事業には、仕入実績がないため記載しておりません。 

  

(2）受注状況 

当社グループは、受注生産を行っておりません。 

  

(3）販売実績 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．補足情報

事業の種類別セグメントの
名称 

内容
当第1四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日  
   至 平成22年６月30日） 

前年同四半期
比（％） 

  

 環境土木製品販売事業

（千円） 

消波根固ブロック製品、消波根

固用自然石製品、生態系保全お

よび景観修景に関わる河川・道

路・公園等のコンクリート二次

製品、土砂吸出防止・洗掘防

止・遮水等の土木用シートマッ

トの製品等の販売 

 638,468 101.3 

事業の種類別セグメントの
名称 

内容

 
  

当第1四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日  
   至 平成22年６月30日） 

  
  

前年同四半期
比（％） 

  

 型枠貸与事業（千円） 

消波根固ブロックの製造用鋼

製型枠の貸与、生態系保全お

よび景観修景に関わる河川・

道路・公園等のコンクリート

二次製品の製造用鋼製型枠の

貸与 

 179,926  81.5

 環境土木製品販売事業

（千円） 

消波根固ブロック製品、消波根

固用自然石製品、生態系保全お

よび景観修景に関わる河川・道

路・公園等のコンクリート二次

製品、土砂吸出防止・洗掘防

止・遮水等の土木用シートマッ

トの製品等の販売 

 1,090,048  177.5

計（千円）  1,269,975  152.1
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